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Deloitteによる「Tax Transformation Trends 2025」調査で
は、税務部門がコストとコンプライアンスの要件、さらには長期
的なビジネス要件のバランスをどのように取っているかが示され
ている。このバランスは、高まる規制要求に対応するために不
可欠であり、運用モデルの根本的な変化を反映している。

税務および財務の専門家1,000人を対象とした調査結果は、
外部環境の複雑さに対応する重要性を強調している。また、
組織が内部構造と運用モデルを適応させる必要性も示され
ている。税務や財務のリーダーは、データ、コンプライアンスコス
ト管理、自動化、そしてAIへの注目を高めている。彼らは、外
部委託、シェアードサービス、および中核的な税務機能のリ
ソースミックスを最適化することで、時代の変化に立ち向かって
いる。
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トレンド1：

より詳細なデータの
需要が複雑性を
増加させる

各国当局は、OECDの第2の柱に基づく開示やリアルタ
イムの税務データアクセスなど、より厳格な報告義務を課
している。これらの条件を満たすためには、データの粒度を
上げる必要がある。これを実現するため、税務チームは膨
大な情報にアクセスし、検証し、分析する必要がある。し
たがって、変化する規制への対応は、2023年からの傾向
を引き継ぎ、2025年も税務部門にとって最大の課題と
なるであろう。

規制要件に対応するため、税務チームは税務に適したデータを
必要としている。しかし、必要な量やタイミングでデータを入手す
ることは稀である。データを利用可能な形式にするには、適切な
専門知識と技術が必要である。そのため、税務部門は高度な
分析や統合テクノロジーソリューションへの投資が必要となる可
能性がある。回答者の4分の1以上が、税務部門におけるテクノ
ロジーとデータ管理の専門知識不足を大きな課題として挙げて
いる。

リモートワークの管理

技術戦略および投資に対する
十分なコントロールの欠如

高齢化する労働力の
管理における課題

テクノロジーおよびデータ管理に
関する専門知識の不足

十分な予算確保の必要性

変革戦略との
連携における困難さ

税務に関する知識を有する
優秀な専門家へのアクセス

全社的な税務関連データの統合

代替シナリオにおける
税務上の影響の定量化

変化する税法および
規制への対応 13%

40%
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24%
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Figure 1. 今後3～5年間に租税機能が直面する3つの課題
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45%
の組織が、税務部門に専門的なAIスキル
が必要であると考えている

トレンド2：

税務に関心を持つAI
スペシャリストが求め
られる
新しいテクノロジーの登場により、税務人材の状況は根本的に
変化している（トレンド5を参照）。税務リーダーの45％は、税
務部門が今後2年間で最も必要とする能力の1つとして、専門
的なAIスキルを挙げている。次いで、データ分析や管理のスキル
（42％）、税務の専門知識（36％）となっている。これらの
上位3つの要件は、コンプライアンスを管理し、実用的な洞察を
得るためのテクノロジーへの依存度が高まっていることを反映して
いる。

税務専門家は、最先端であるためにAI機能を開発する必要
があると理解しているが、それでも税務の専門知識が最も重
要であるという認識は変わらない。しかし、この2つを高いレベル
で組み合わせる専門家を見つけるのは依然として難しい課題
である。多くの企業は、社内のスキルアッププログラムを通じてこ
のギャップを埋めようとしており、チームが自動化やAIツールを効
果的に活用できるようにしている。
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トレンド3：

コスト圧力への対応：
集約化と標準化によ
る複雑さの軽減

過去2年間で最も一般的に追加された新しい役割は、タッ
クストランスフォーメーションリード、データ・イノベーションリード、
タックスオペレーションリードである。このように技術的専門知
識よりも運用の最適化に重点を置いていることは、運用の集
約化と標準化によってコスト圧力を緩和しようとする取り組
みを反映している。

このような効率化には、外部委託、税務機能のシェアー
ドサービスセンターへの統合、無駄や重複を削減するため
の反復作業の自動化などが含まれる。

繰り返し実施した過去の調査結果と比較して、より低コストの
リソースを利用するために、より多くのプロセスを検討する傾向
が高まっている。特に、グローバル税金引当計算（47％）と
税務データ管理（43％）が最優先事項であった。

20252023

81%

外部委託（タスク、プロセス
もしくは部門）

58%

51%
53%

48%

シェアードサービスセンター

税務部門からほかの組織への
業務移管

自動化

外部委託先の統合

42%

31%

Figure 2. 低コストリソースモデルに向けた最も一般的な戦略
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0% 100%

運用コストを削減できる

最新技術にアクセスできる

税務業務を迅速かつ柔軟に拡張
する能力を提供できる

税務分野における専門知識
を活用できる

テクノロジーへの設備
投資が不要になる

システムやプロセスに関するリスク
を第三者へ移転できる

大きなメリット 一定のメリット

68% 26%

67% 27%

67% 27%

62% 30%

62% 31%

61% 30%

55% 35%

トレンド4：

外部委託が
利益をもたらす
外部委託は現代の税務業務の要となっている。調査回答者
の86％は、特定のタスクやプロセス、さらには部門全体の運
営を外部プロバイダーに委託していると回答した。外部委託の
主なメリットには、コスト削減、最先端のテクノロジーへのアクセ
ス、運用の柔軟性と拡張性が含まれる。特に大規模な組織
では、外部委託を活用してリスクを移転し、内部リソースを戦
略的イニシアチブに再配分している。

Figure 3. 外部委託の３つのメリット
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他の戦略目標にリソースを
再配分できる



Figure 4. AIの最優先事項

トレンド5：

AIは税務上の優先
事項だが、現時点で
は慎重なアプローチ

本調査のすべての回答者が、所属組織におけるAIの活用を
検討しているタスクやプロセスを挙げており、テクノロジーの可
能性が広く認識されていることを示している。最も一般的な
最優先事項は、日常的なデータ入力と処理の自動化であ
り、回答者の5分の1以上がこれを挙げている。次いで、税
金計算の精度向上や、税務コンプライアンスのための大規
模データセット分析が挙げられる。

これらの優先事項は、効率向上、手作業によるミス削減、専
門家の高付加価値業務への配置に重点を置いている。税金
予測やリスク評価など、より複雑なタスクへのAI導入について
は慎重な姿勢が続いており、これらの分野では依然として人間
による監視が必要とされている。

21%

15%

13%

10%

8%

日常的なデータ入
力と処理の自動化

税金計算の
精度向上

税務コンプライアン
スのための大規模
データセット分析

タックスプランニ
ング・税務戦略

税務リスクと
機会の特定
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税務リーダーは、移転価格文書や法人所得税の申告および納
税にAIを導入することには前向きである。しかし、より複雑な分
野でのAIの応用については、税務リーダーが正確性と効率性で
避けらないトレードオフを慎重に検討している段階にある。回答
者の77％が、重要なプロセスで使用されるAIツールに90％以上
の精度を求めていると回答している。

この慎重なアプローチは、イノベーションとリスク管理のバラ
ンスを取る必要性を反映している。データの質が向上し、
税務分野に特化したソリューションが成熟するにつれ、テ
クノロジーへの信頼が高まり、税務におけるAIの役割は拡
大すると予想される。
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トレンド6：

コラボレーションの
必要性：財務部
門とIT部門が税務
テクノロジー予算を
管理
多くの税務部門は、税務データと特定の税務プロセスをより
広範な財務機能に統合するため、Enterprise Resource 
Planning (ERP) システムに依存している。回答者の70％が、
ERPシステムがニーズを満たしていると述べているものの、複
数のシステム間で税務データを統合する際の課題は依然と
して残っている。これにより、透明性の向上を求める規制要
件（例：OECDのTax Administration 3.0）への対応が
遅れる可能性がある。

また、税務部門がテクノロジー予算を管理できないことが障
害となる場合がある。財務部門やIT部門が税務の優先事
項を十分に考慮しないままテクノロジー投資を管理するケース
が多い。DXのための資金を確保するため、税務リーダーは、コ
ンプライアンス強化、コスト削減、戦略的意思決定支援の
可能性を示す、より説得力のあるバリューケースを構築する必
要がある。

2021

2023

2025 18% 52% 25% 5%

22% 56% 15% 7%

40%23%23%14%

主に財務部門とIT部門が設定および管理しており、税務部門からのインプットはほとんどない

財務部門およびIT部門が設定および管理しているが、税務部門が一部インプットを行っている

税務部門はテクノロジー戦略において主体的な立場にあるが、予算のコントロールは限定的である

税務部門はテクノロジー戦略と予算の両方において主体的な立場にいる

Figure 5. 税務テクノロジーの戦略と予算は、主に財務部門とIT部門が管理
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結論：
将来の定義
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税務リーダーは、業務モデルを最適化することで外部からの
期待に対応している。AI、外部委託、部門間のコラボレー
ションに至るまで、彼らは常に改善策を模索している。その
中でもAIはこれらのソリューションにおいて欠かせない存在と
なっている。税務に特化したAI技術は未だ発展途上にある
が、企業はすでに最小限のリスクで最大の効果を得られる
領域でAIを導入している。

慎重かつ戦略的に自動化を進め、テクノロジー供給者の
広範なエコシステムを活用することで、税務リーダーはビジネ
スにおいて重要な局面で明確な価値を提供している。



FT Longitudeは、2024年12月中旬から2025年2月中旬
にかけて、さまざまな業界、規模、地域の企業の税務・財
務担当幹部1,000人を対象に調査を実施した。また、税
務リーダーへの一連の詳細なインタビューが、定量的調査を
補完している。
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• Dana Lasley, Vice President,
Global Tax Planning, Emerson Electric

• Ivo Nelissen, Global Head of Group Tax, 
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AkzoNobel

• Margaret Shore, Vice President,
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